
























第 4 章では，分析対象を大都市圏を除く 33 県に限定し，かつ第 3 章の分析結果で直行便
有無が最も寄与したことを踏まえ，地方空港への航空便就航状況が中国，韓国，台湾から
の訪日旅行者の延べ宿泊者数に及ぼす影響に関する統計分析を行っている．説明モデルと

















第 6 章では，論文の結論と今後の研究および政策の展望を論じている． 
以上のように，本論文は，中国，韓国，台湾からの訪日旅行者の延べ宿泊者数の増減の
要因を明らかにするとともに，航空・空港分野を中心とする近年の我が国のインバウンド
観光振興の政策上の取り組みを定量的に評価し，短期に限定されるとは言え，今後のこれ
ら 3 カ国・地域からの訪日誘致，地方誘客に向けた航空・空港分野の政策のあり方を提言
しており，類似の既往研究と比べても，実用面，学術面の双方の到達度は高いと考える．
よって，博士（観光科学）の授与に適していると判断する． 
